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2026 年 1月 22 日 

 

各 位 

 会 社 名 京セラ株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 谷本 秀夫 

   (コード 6971 東証プライム市場) 

 問合せ先 取締役 執行役員常務 

   コーポレート担当（最高財務責任者） 

千田 浩章 

   TEL.075-604-3500 

 

当社ケミカル事業の新設子会社への会社分割による承継及び 

新設子会社の株式の譲渡に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社が新たに設立予定の会社（以下「新設会社」

といいます。）の全株式を住友ベークライト株式会社（以下「住友ベークライト」といいま

す。）に譲渡すること（以下「本株式譲渡」といいます。）を決議いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

なお、当社は、本株式譲渡の実行に先立ち、当社の半導体部品セラミック材料事業本部で

運営され、封止材 ・ペーストを中心とする半導体関連製品及び化成品 ・コンポジット製品を

製造、販売するケミカル事業（当社が全ての持分を保有する KYOCERA (Wuxi) Electronic 

Materials Co., Ltd.の持分を含み、以下「対象事業」といいます。）を、新設会社に対し

て吸収分割（以下「本吸収分割」といい、本株式譲渡と併せて「本件取引」といいます。）

の方法で承継させる予定です。 

 

記 

１. 本件取引の目的 

当社は、ケミカル分野の強化を進めている住友ベークライトから対象事業の買収提

案を受け、同社と協議を重ねてまいりました。 

本件取引は、当社が 2025 年 2月 3 日付けの 2025 年 3 月期第 3 四半期決算説明会に

おいて、企業価値向上に向けた 2026 年 3 月期の主な取り組みとして発表したポート

フォリオ再編に向けた事業の見直しにも合致するとともに、対象事業の更なる成長発

展や事業価値向上につながると判断し、住友ベークライトとの間で本件取引を推進す

ることを決定いたしました。 

 

２. 本件取引の要旨 

(１) 本件取引の日程 

 本株式譲渡に係る取締役会決議日 ：2026 年 1 月 22 日 

 本株式譲渡契約締結日  ：2026 年 1 月 22 日 

 新設会社設立日   ：2026 年 7 月（予定） 

 本吸収分割に係る取締役会決議日 ：2026 年 7 月（予定） 

 本吸収分割契約締結日  ：2026 年 7 月（予定） 

本吸収分割効力発生日                     ：2026 年 10 月末（予定） 

本株式譲渡実行日          ：2026 年 10 月末（予定） 
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(２) 本吸収分割の方式 

当社を吸収分割会社、新設会社を吸収分割承継会社として、対象事業を吸収分

割により承継いたします。当社においては会社法 784 条第 2項に定める簡易吸収

分割、新設会社においては会社法第 796 条第 1 項に定める略式吸収分割に該当す

るため、それぞれの株主総会の決議を経ずに実施する予定です。 

 

(３) 本吸収分割に係る割当ての内容 

本吸収分割に際して、新設会社から当社への株式の割当、金銭その他の財産の

交付はありません。 

 

(４) 本吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

(５) 本吸収分割により増減する資本金 

本吸収分割に際して、当社及び新設会社の資本金の増減はありません。 

 

(６) 新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、本吸収分割により、本吸収分割の効力発生日において、別途吸収

分割契約に定める対象事業に係る資産、債務等の権利義務を承継いたします。 

 

(７) 債務履行の見込み 

本吸収分割の効力発生日以後における、新設会社が負担すべき債務につきまし

ては、履行の見込みに問題はないと判断しております。 

 

(８) 本株式譲渡の概要 

当社は、本株式譲渡の実行日をもって、新設会社の全株式を住友ベークライト

に譲渡することを予定しております。株式譲渡先については、「６. 本株式譲渡

における相手先の概要」をご参照ください。 

 

 

３. 本吸収分割に係る当事会社の概要 

 吸収分割会社 吸収分割承継会社 

(１) 名称 京セラ株式会社 未定 

(２) 所在地 京都府京都市伏見区竹田鳥羽

殿町 6番地 

神奈川県川崎市川崎区千鳥

町 9-2 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 谷本 秀夫 未定 

(４) 事業内容 コアコンポーネント、電子部

品、ソリューション事業等 

封止材・ペーストを中心と

する半導体関連製品及び化

成品・コンポジット製品の

製造、販売事業 

 

(５) 資本金 115,703 百万円 1 円（予定） 

(６) 設立年月日 1959 年 4月 1日 2026 年 7月（予定） 

(７) 発行済株式数 15 億 1,047 万 4,320 株 1 株 
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(８) 大株主及び持株比率 

(2025 年 9月 30 日現在) 

日本マスター

トラスト信託

銀行株式会社

（信託口） 

22.88% 当社 100% 

株式会社日本

カストディ銀

行（信託口） 

8.80% 

株式会社京都

銀行 

4.18% 

STATE STREET 

BANK AND 

TRUST COMPANY 

505001 

3.93% 

公益財団法人

稲盛財団 

2.71% 

STATE STREET 

BANK WEST 

CLIENT 

- TREATY 

505234 

2.05% 

京セラ自社株

投資会 

1.74% 

JP MORGAN 

CHASE BANK 

385781 

1.42% 

株式会社三菱

UFJ 銀行 

1.33% 

第一生命保険

株式会社 

1.22% 

(９) 直前事業年度の連結経営成績及び連結財政状態 （2025 年 3 月期） 

親会社の所有者に帰属す

る持分 

3,217,788 百万円 ― 

資産合計 4,511,307 百万円 ― 

1 株当たり親会社の所有者

に帰属する持分 

2,284.15 円 ― 

売上高 2,014,454 百万円 ― 

営業利益 27,299 百万円 ― 

税引前利益 63,631 百万円 ― 

親会社の所有者に帰属す

る当期利益 

24,097 百万円 ― 

基本的 1 株当たり親会社

の所有者に帰属する当期

利益 

17.11 円 ― 

（注）吸収分割会社については、2025 年 3月 31 日現在。但し、特記しているものを除き

ます。 
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４. 本吸収分割の対象事業の概要 

(１) 事業の内容 

封止材・ペーストを中心とする半導体関連製品及び化成品・コンポジット製品

の製造、販売事業 

 

(２) 分割する事業の連結経営成績（2025 年 3 月期） 

売上高 23,223 百万円 

 

(３) 分割する資産、負債の項目及び帳簿価格 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

流動資産 5,601 百万円 流動負債 235 百万円 

非流動資産 8,520 百万円 非流動負債 1 百万円 

（注）上記金額は、2025 年 3月 31 日現在の財政状態計算書を基準として算出し

ているため、実際に承継される額は、上記金額に効力発生日までの増減を調整し

た数値となります。 

 

 

５. 本吸収分割後の状況 

本吸収分割に伴う当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金の

額及び決算期に変更はありません。 

本吸収分割に伴う新設会社の所在地、事業内容、資本金の額及び決算期の変更の有

無については現時点では未定です。 

 

本吸収分割後の新設会社の概要： 

(1) 名称 未定 

(2) 所在地 神奈川県川崎市川崎区千鳥町 9-2 

(3) 代表者の役職・氏名 未定 

(4) 事業内容 封止材・ペーストを中心とする半導体関

連製品及び化成品・コンポジット製品の

製造、販売事業 

(5) 資本金の額 1 円（予定） 

(6) 決算期 3 月期 

 

 

６. 本株式譲渡における相手先の概要 

(１) 名称 住友ベークライト株式会社 

(２) 所在地 東京都品川区東品川二丁目 5番 8 号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鍜治屋 伸一 

(４) 事業内容 半導体関連材料、高機能プラスチック及びクオリティオブラ

イフ関連製品の製造販売等 

 

(５) 資本金 37,143 百万円 

(６) 設立年月日 1932 年 1月 25 日 
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(７) 大株主及び持株比率 

(2025 年 9月 30 日現在) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） 

14.01% 

住友化学株式会社 10.55% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8.56% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 8.51% 

GIC PRIVATE LIMITED – C 7.44% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口 4） 2.62% 

MSIP CLIENT SECURITIES 1.62% 

株式会社日本カストディ銀行・三井住友信託 

退給口 

1.49% 

株式会社三井住友銀行 1.49% 

住友生命保険相互会社 1.19% 

(８) 当事会社間の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と当該会社の間には事業上の取引関係があります。 

関連当事者への該

当状況 

該当事項はありません。 

(９) 最近 3年間の連結経営成績及び連結財政状態         （単位：百万円） 

決算期 2023 年 3月期 2024 年 3月期 2025 年 3月期 

親会社の所有者に帰属す

る持分 

255,358 301,161 290,672 

資産合計 378,457 441,162 417,778 

1 株当たり親会社所有者

帰属持分（円） 

2,713.43 3,233.79 3,316.83 

売上収益 284,939 287,267 304,773 

営業利益 24,823 27,200 24,792 

税引前利益 26,736 31,489 28,614 

親会社の所有者に帰属す

る当期利益 

20,289 21,831 19,281 

基本的１株当たり当期利

益（円） 

215.59 233.66 208.91 

（注）2025 年 3 月 31 日現在。但し、特記しているものを除きます。なお、住友ベークラ

イトは 2024 年 4 月 1 日付で普通株式 1 株につき 2株の割合で株式分割を行っています。 

これに伴い、1株当たり親会社所有者帰属持分及び基本的 1株当たり当期利益は、2023 年

3 月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、算定しています。 

 

７. 本株式譲渡前後の所有株式の状況 

(１) 移動前の所有株式数 1 株（議決権所有割合：100%） 

(２) 譲渡対象株式数 1 株（議決権所有割合：100%） 

(３) 譲渡価額 300 億円（注） 

(４) 移動後の所有株式数 0 株（議決権所有割合：0%） 

（注）最終的な譲渡価額は、300 億円を基準として本株式譲渡契約に定める価格調整によ

って変動する可能性があります。 
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８. 今後の見通し 

本件取引が当社の当期の連結業績に与える影響はありません。今後、開示すべき事

項が発生した場合には速やかに開示します。 

 
【将来の見通しに関する記述等について】 

当資料に含まれる将来の見通しに関する記述は、現時点で入手できる情報に鑑みて、当

社が予想を行い、所信を表明したものであり、既知及び未知のリスク、不確実な要因及び

その他の要因を含んでいます。これらのリスク、不確実な要因及びその他の要因は下記を

含みますが、これらに限られるものではありません。 

 

(1) 日本及び世界経済の一般的な状況 

(2) 当社が事業や輸出を行う国における経済、政治、法律面の諸条件の想定外の変化 

(3) 為替レートの変動が当社の事業実績に及ぼす影響 

(4) 当社製品が直面する激しい競争による圧力 

(5) 当社の生産活動に用いられる原材料のサプライヤーの供給能力及びその価格の変動 

(6) 外部委託先や社内工程における製造の遅延又は不良の発生 

(7) 今後の取り組み又は現在進行中の研究開発が期待される成果を生まない事態 

(8) 買収した会社又は取得した資産から成果や事業機会が得られない事態 

(9) 優れた人材の確保が困難となる事態 

(10) サイバー攻撃等により当社の情報セキュリティが被害を受ける事態及びその復旧 

や維持に多額の費用が必要となるリスク 

(11) 当社の企業秘密及び特許を含む知的財産権の保護が不十分である事態 

(12) 当社製品の製造及び販売を続ける上で必要なライセンスにかかる費用 

(13) 既存の法規制又は新たな法規制への意図しない抵触 

(14) 環境規制の強化による環境に関わる賠償責任及び遵守義務の負担 

(15) 世界的な気候変動に関連する諸課題への対応遅れによるコスト増や企業ブランド 

の低下を招く事態 

(16) 疾病・感染症の発生・拡大、テロ行為、国際紛争やその他類似の事態が当社の市 

場及びサプライチェーンに及ぼす影響 

(17) 地震その他の自然災害によって当社の本社や主要な事業関連施設並びに当社のサ 

プライヤーや顧客が被害を受ける事態 

(18) 売掛債権の信用リスク 

(19) 当社が保有する金融商品の価値の変動 

(20) 当社の有形固定資産、のれん並びに無形資産の減損処理 

(21) 繰延税金資産及び法人税等の不確実性 

(22) 会計基準の変更 

 

上記のリスク、不確実な要因及びその他の要因により、当社の実際の業績、事業活動、

展開又は財政状態は、将来の見通しに明示又は黙示される将来の業績、事業活動、展開又

は財政状態と大きく異なる場合があります。当社は当資料に含まれている将来の見通しに

ついて、その内容を更新し公表する責任を負いません。 

 

以 上 


